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□　NEAヘッドライン　□

  ◎　ロシア極東情報
　◎　中国東北情報
　◎　モンゴル情報
　◎　対岸ビジネス情報

□　エリナ・レター　□

□　ERINAインフォメーション　□
  ◎　8月29日（火）、外務省主催セミナー
     「自由貿易の意義とEPAの役割
　　　　　　〜中小企業の海外販路開拓と地域振興のために〜」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共催：ERINAほか）を開催します。
  ◎　9月5日（火）、
　　　新潟県主催「中国（遼寧）自由貿易試験区新潟県内企業向け説明会」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共催：ERINAほか）を開催します。
  ◎　9月14日（木）、東京大学GSDM・ERINA主催セミナー
      「北東アジアにおける経済見通しと経済協力の可能性」を開催します。
  ◎　9月21日（木）、
　　　賛助会セミナー「対ロシアビジネスの現状・課題・展望
　　　　　　　　　　　　　　　　　　−日揮の多角的展開を中心に」を開催します。
　◎　英文学術誌『The Northeast Asian EconomFic Review』編集委員会では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投稿論文を募集しています。
　◎　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　ネット情報の保護や有料化で、対岸ビジネス情報も見出しだけしか紹介できない
ケースが多くなり残念ですが、今回は各種セミナーの案内が盛りだくさん。新潟だ
けでなく、東京でもあります。ぜひ覗いてみてください。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
 
━━━　NEAヘッドライン　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　
　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  セレンガ川水力発電所建設に替えてウランバートルに余剰電力を輸出  ◇

  ブリヤート共和国は、セレンガ川の水力発電所建設を止めるようモンゴル側に要
請しており、その代わり余剰電力の供給を提案している。ブリヤート共和国のアレ
クセイ・ツィデノフ臨時首長代行はモンゴルのツェンゲル環境観光次官との会談で
このような考えを示した。
  ツェデノフ首長代行は、水力発電所の建設がモンゴルの発展、特に新たな発電施
設の確保のためにどれほど必要かについて理解を示した。「我々には、ブリヤート
からの電力供給という代替案がある。これは、水力発電所の電力価格よりもかなり
得だ。我々のところでは電力が余っているので、供給について何ら問題はない」と
ツェデノフ首長代行は述べた。
  ツェデノフ首長代行は、モンゴルへの電力輸出案が「量、価格、安全性」という
3つの問題を一気に解決するものと、期待している。ツェンゲル次官は、ブリヤー
ト側からの提案を検討することを承諾した。「我々はこの案を考慮するだろう。研
究者に徹底検討させたい」と同次官は述べた。（Asia Russia Dialy 8月1日）
 
  ◇  アムールガス加工工場が着工  ◇

  プーチン大統領がアムール州スボボドヌイ市のアムールガス加工工場の基礎工事
をスタートさせた。この工場は「シベリアの力」ガスパイプラインで中国にガスを
輸出するために必要不可欠で、世界でも最大級のものとなるだろう、とタス通信が
報じた。
  アムールガス加工工場は、ガスプロムとCNPCの子会社、中国石油工程建設公司
（CPECC）との合弁プロジェクトだ。2021年に工場が操業を開始し設計生産力に達
した後、ロシアの天然ガス加工量は50％強拡大するはずだ。工場はさらに、世界の
市場でこれから売られるヘリウムの3割を生産することになり、世界最大のヘリウ
ム生産者になるだろう、とガスプロムのアレクセイ・ミレル社長はコメントした。
  工場への民間投資額は6900ルーブルで、アムール州予算の15倍に匹敵する。アムー
ル州の税収は倍増することになるだろう。
  工場建設には2万5000人が動員される。既に1万人の中国人と契約済みだ。工場が
操業を開始すれば2500〜3000人の工員が働くことになるだろう。政府の計画では、
連邦の資金で市内に新しい小居住区、学校、幼稚園、スポーツ複合施設、循環器病
センター、産院がつくられ、新しい救急船舶が購入され、公共交通機関が更新され
ることになっている。
  アムールガス加工工場の建設は、関連工場をつくる意向をもつ他の投資家もスボ
ボドヌイ市に呼び込んだ。Siburは隣接してガス加工工場を建設することにしてお
り、それがアムール州のみならずサハ共和国（ヤクーチア）へのガス供給を可能に
する。スボボドヌイ自体にはガスは引かれていないが。「テクノリージング」社も
隣接してメタノール工場をつくることにしている。別の有望投資家は、鉄骨構造物
や建築資材の工場をつくる計画だ。（DV.land 8月3日）

  ◇  ニジニブレヤ水力発電所の3つの発電ユニットが運転開始  ◇

  プーチン大統領はニジニブレヤ水力発電所を訪れ、3つの水力発電ユニットの運
転開始セレモニーに出席した。
  ニジニブレヤ水力発電所は2010年8月27日、大統領の臨席の下、着工。2016年4月
にはブレヤ川がせき止められ、2017年3月には貯水施設の注水が始まった。
  ニジニブレヤ水力発電所はブレヤ水力発電所の補助施設、ブレヤ水力発電コンプ
レックスの第2発電所だ。設計出力は320メガワット（4つの発電ユニットの運転開
始後）、年平均発電量は16億5000万キロワット時となっている。2017年9月に設計
出力に達する予定だ。
  同発電所の電力はロシア極東の「ボストーチヌイ」宇宙基地や交通・輸送インフ
ラ（特に「シベリアの力」ガスパイプライン)、建設中のガス加工工場、鉱山会社
など、現在と将来の需要家向けの電力系統に送られる。
  ニジニブレヤ水力発電所は居住区の水害対策にも役立つ。このプロジェクトは最
も高度な環境基準を満たしており、電力業界と環境運動家の建設的連携の一例とも
呼ばれている。発電所建設の際の賠償事業プログラムは、「ブレヤ妥協」という名
がつけられた。水力発電所側の協力で、治水施設の集水域に「ブレヤ」自然公園が
つくられた。（ロシア連邦極東開発省8月3日）

  ◇  プーチン大統領
      「投資プロジェクト援護システムがロシアで初めて始動した」  ◇

  ロシアで初めて、投資プロジェクトの総合援護システムが始動した。プーチン大
統領は3日、極東連邦管区での大型投資プロジェクト実施に関する会合で、こう表
明した。
  「まず、このようなプロジェクトにインフラ支援と、行政のあらゆる方面からの
適切な援護を行い、使いやすい財務・租税軽減計画手段を提案し、原料・エネルギー
の供給に係る問題の解決を支援し、行政障壁及び行政・法執行機関からのあらゆる
圧力を最小限に（できればゼロに）することが必要だ」。
  今日現在で投資プロジェクト援護システムには425件のプロジェクトがインプッ
トされた。これらは、先行経済発展区とウラジオストク自由港の全ての入居者のプ
ロジェクトと、インフラ支援の対象となっている14件のプロジェクトだ。各投資家
に個人アカウントがつくられ、すべての関連省庁の職員はリアルタイムでプロジェ
クトのロードマップに関する情報を取得することができる。
  「このシステムは投資家の喫緊の問題のオンラインでの適時解決に役立つ。地方
自治体レベルの問題を見つけたら、それらを連邦レベルで処理することができる」
とアレクサンドル・ガルシカ極東開発省は指摘した。
（ロシア連邦極東開発省8月3日）

  ◇  沿海地方で豪雨による水害　知事が大統領に支援要請  ◇

  沿海地方のウラジミル・ミクルシェフスキー知事はプーチン大統領との電話会談
で、沿海地方の状況について説明した。知事は、水害後の復旧活動と、人々がどの
ような支援を受けているかを話し、連邦からの金銭的支援を要請した。この資金は
道路などのインフラの復旧、失った資財の補償金の支払いに充てることになってい
る。
  「私は被害の処理への支援を大統領に要請した。大統領は私に賛同してくれた。
今日、署名できるよう、書簡を用意してほしい」という知事の談話を沿海地方広報
室は伝えている。被害に関する情報を添えた書簡を作成せよとの命令書が沿海地方
政府の担当部局に提示された。
  豪雨による水害発生区域に沿海地方の5自治体が入っている。特に被害が大きかっ
たのは、ウスリースク市管区とハサン地区だ。道が流されたため、シベリア鉄道の
運行が中断された。ワレンチン・バサルギン沿海地方政府民間防衛局長の示したデー
タによると、今日現在で沿海地方の5自治体の28集落が浸水したままだ。道路27本
が壊れ、9集落との交通が遮断されている。沿海地方では地域レベルの非常事態が
宣言された。（ロシースカヤ・ガゼータ8月9日）

  ◇  ロシア極東のトップメーカーが肉製品を日本に輸出  ◇

  ロシア極東のRatimir社がロシアのメーカーとしていち早く、アジア太平洋諸国
へ肉製品の輸出を開始した。製品の第1便は既に、日本に空輸された。輸出第1便の
主要目的の一つは、次の輸出に向けた品目リストをつくるべく、日本人の味の好み
を調査することだ。Ratimir社すでに、シンガポール、ベトナム、香港、マレーシ
アへの製品の輸出許可も取得済みだ。8月4日のプレスツアーで、同社広報担当者が
この件で日ロの報道陣に説明した。
  Ratimir社は豚肉、牛肉、鶏肉の熱処理加工品の日本への輸出をロシアで最初に
許可された食肉加工会社の一つだ。日本の当局は、動物衛生の規則の遵守、バイオ
セキュリティーとメーカーの技術水準の確保に係る非常に厳しい規準を食品輸入業
者に課している。輸出開始は、ロシア側の製造施設を検査した後、日本国農林水産
省の関係者が決定した。
  Ratimir社のピョートル・ミゾノフ営業部長はプレスツアーで、今日現在で同社
の製品は既に日本の複数の小売りチェーンとホテルチェーンに出荷済みだと話した。
「これは、ロシア連邦の国家規格に基づいて製造されたボイルドソーセージ、豚・
牛肉のデリミートだ。そのほか、セミスモードクソーセージも送った」とミゾノフ
部長は説明した。
  Ratimir社は既に、ロシア極東全域の数千人の買手に認められ、「ロシアの優良
商品百選」にも選ばれている。また、生産者・メーカーの栄誉賞として、品質分野
で「ナンバーワン企業」、「2016年業界リーダー」の称号を得た。Ratimir社が国
の輸入代替路線の実現に積極的に参加していることも重要だ。Ratimir社の工場は
最大限、国産の豚肉を使っているうえ、同社は養豚場を開設して独自に原材料を育
てている。（PRIMAMedia 8月11日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  大連港の中欧列車　上半期1.5万TEU、前年同期比2倍増  ◇

  大連港の鉄道コンテナセンターから毎週平均2回列車が出発し、9000キロ離れた
モスクワまで走っている。7月31日に得た情報によれば、大連港の中欧列車は発展
がめざましく、中韓ロ国際物流ルートの競争力が高まり、今年上半期で1.5万TEUの
輸送を達成し、前年同期比226％増となった。
  大連港は国家の海運・鉄道一貫輸送のモデル港であると同時に、東北に分布する
内陸中継地と発達した航路とのネットワークをもつ。中欧列車が及ぶ範囲はすでに
日本、韓国、東南アジア、中国東南沿海地域にまで達している。大連港から出発し
た列車はモスクワまで12日間しかかからないため、以前の海運方式より20日以上節
約できる。
  今年の上半期、大連港の中欧越境列車のコンテナ貨物輸送量は1.5万TEUを達成し、
前年同期比226％増となり、毎週「爆艙」状態となっている。2016年1月に「サムソ
ン列車」を開通させ、今年には「大連−ヴォルシノ（カルーガ州）」公共列車にバー
ジョンアップし、サムスンの電子商品をベース貨物として、その他の顧客にも輸送
サービスを提供し、今年上半期の輸出金額は4.5億ドルに達した。
  中欧列車はかつて「重去軽回（輸出貨物は多いが帰路の輸入貨物は少ない）」と
いう状況だったが、大連港では「イクルーツク−大連」の帰路列車を開通させ、ロ
シアの木材などの製品がこのルートを使って中国に輸出されるようにした。
（遼寧日報8月1日）

  ◇  大連港、「二つのプラットホーム」で110億元を超える誘致  ◇

  7月31日の大連港グループからの情報によれば、大連港集団と中央政府企業の中
林集団が、長興島港後方における総面積2.5万平方キロの遼寧省中林木材産業園プ
ロジェクト建設計画に50億元投資することで合意した。プロジェクト完成後、将来
的に年間取引額500億元、年間税収2億元以上となり、3000人を超える雇用を解決す
ることができる。
  今年から大連港グループは「臨港産業立地を誘致するプラットホーム」と「受入・
支援産業政策を実施するプラットホーム」を総力あげて構築し、外資や人材を誘致
するための環境を整え、部門を超えた連携を通して、すでに投資総額110億元を超
え、大連国際港運センターと国際物流センターの建設を推し進めている。
  大連港港湾区の面積は35.8平方キロで、現在255平方キロを開発中だ。大窯湾・
大連湾・太平湾・長興島など多くの港湾区を有し、遼東半島の黄海・渤海の長い海
岸線上に分布している。大窯湾港湾区は遼寧自由貿易試験区大連ゾーンにおける中
心地域で、大連港集団は臨港産業を発展させる空間として33平方キロを有している。
  今年、大連港集団は専門の誘致センターを立ち上げ、港湾の上流・下流産業チェー
ンおよびハイエンドサービス業の有名企業の誘致、合資協力に努めている。3月以
来、遼寧宝〓科技有限公司と協力協定を結び、長興島でニッケル合金を精製するプ
ロジェクトに12.5億元を投資した。また、王朝企業控股公司と協定を交わし、瓦房
店で台湾食品産業園を建設するプロジェクトに3億ドル投資した。さらに、国際大
手商品取引企業・グレンコア傘下の嘉能可（シンガポール）と原油貯蔵と山東にお
ける原油精製供給について協力協定を締結した。BMWの物流・供給ビジネスにも参
加している。
  大連港集団はさらに国際クルーズ船センターや新旅客輸送センターの建設をめぐ
り、観光・商業貿易・飲食・文化などの誘致に力を入れ、「二つのプラットホーム」
の建設を通じて、現代的ハイエンドサービスが融合・発展した重要な媒体になるべ
く努力している。（遼寧日報8月4日）

　〓：かねへん+白

  ◇  第5回中国国際口岸貿易博覧会開催  ◇

  8月7日の綏芬河市の記者発表によると、中国国際商会主催、中国国際商会会展部・
黒龍江省商務庁・黒龍江省貿易促進委員会・綏芬河市人民政府・東寧市人民政府・
ロシア沿海地方商工会議所共催の第5回中国国際口岸貿易博覧会が8日から11日、綏
芬河市で開催される。
  今年の博覧会は「口岸間の協力を強化し、貿易発展を促進する」をテーマに、
「5館1区」、すなわち輸入商品・ロシア油絵館、消費品館、国際館、ロシア商品館、
地域協力・木製品館、屋外展示区に分かれている。展示会場の総面積は3.5万平方
メートル、出展予定企業は456社、528ブースで、出展企業は広東、福建、雲南、遼
寧、黒龍江など13省・市からの国内企業358社とロシア、韓国、タイ、ガーナ、パ
キスタン、ベトナム、オーストラリア、フランス、ドイツ、マレーシア、台湾から
の国外・域外企業98社が含まれる。
  今回は、北東アジアおよび「中モロ経済回廊」「浜海1号（プリモーリエ1）」国
際輸送回廊産業協力促進会合、「一帯一路自由貿易駅」輸入商品直営協力商談会、
「一帯一路自由貿易駅」綏芬河双方向推進会合、中ロ信用発展フォーラム、中ロ持
続可能な林業産業発展フォーラム、第1回国境観光協力推進会議、第2回ロシア食品
（水産品）マッチング商談会、「一帯一路越境旅行」ドライブ発車式など、22の関
連イベントも開催される。（黒龍江日報8月8日）

  ◇  ハルビン−アルタイ観光専用列車、9月に初運行  ◇

  8月10日、黒龍江省政府新聞弁公室の記者発表によれば、ハルビン−アルタイ間
を走る観光専用列車「龍泰号」が9月5日に初運行する予定で、現在すでに900名近
い観光客が予約しているとのことだ。
  「龍泰号」の運行は、黒龍江省の新疆ウイグル族自治区アルタイ地区に対する支
援事業の一環。ハルビン鉄道国際旅行社が国家の「一帯一路」イニシアチブおよび
中国鉄道総公司の「引流入疆（新疆に引き込む）」による新疆の経済・社会発展支
援の要請に呼応し、新疆ウイグル族自治区観光局と共同で「新疆をめぐる列車の旅」
ブランドを立ち上げ、専用列車の運行という形式により、観光で新疆を支援し、ア
ルタイ地区への旅客輸送を拡大する。
  「龍泰号」は9月5、7、9日にハルビンを出発し、14日かけて黒龍江・内モンゴル・
甘粛・寧夏・新疆の5省区13市を横断する、黒龍江省とアルタイ地区直通の唯一の
専用列車となる。（黒龍江日報8月11日）

  ◇  ハルビン輸出商品博覧会、実り多い成果を  ◇

  8月12日、ロシア・イルクーツク市のシベリア展覧センターで4日間にわたって行
われた2017中国ハルビン輸出商品博覧会が閉幕した。今回の博覧会はハルビン市が
初めてシベリア地域で開催して実り多い成果を収め、5つの意向書が結ばれ、金額
ベースで632万ドル、合意の糸口までこぎつけた協力案件も30以上に上った。
  今回の博覧会はハルビン市政府とイルクーツク市政府が共催したもので、ハルビ
ン市が今年ロシアで行なった最大規模の経済貿易事業でもある。ハルビン経済技術
開発区、ハルビン銀行、哈欧国際物流公司、ハルビン華南城など政府、銀行、複合
商業施設、物流企業、対外貿易企業を含めた23の主要団体・企業が出展し、機械電
気製品、軽工業製品、健康製品、食品など百種類近くの商品を展示した。
（黒龍江日報8月14日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  元横綱・朝青龍が大統領全権代表に  ◇

  バトトルガ大統領は、ガンスフ前道路・交通大臣とモンゴル国労働英雄で功労ス
ポーツマンのダグバドルジ氏（元横綱・朝青龍）を、国家元首の全権代表に任命す
る命令書を発布した。
  大統領に関する憲法第1条第34項、第5条第14項に従い、1年の任期で、ダグバド
ルジ氏は日モ交流担当大統領全権代表、ガンスフ氏は中ロモ3者連携・経済回廊担
当大統領全権代表に任命された。（MONTSAME 8月3日）

  ◇  対中国国境のゲートウェイ空港の数が増える  ◇

  モンゴル民間航空局と中国民用航空局（CAAC）は、モンゴル・中国国境の空港の
増設を目指す覚書に署名した。署名式が8日、両国の代表団の会合の枠内で行われ
た。
  この覚書に従い、両国は技術協力の拡充、空港の増設、両機関同士の円滑な協力
システムの構築という3つの路線に沿って協力していく。双方はさらに、モンゴル
人パイロット、ディスパッチャー、エンジニア、法律専門家の中国での教育と両機
関同士のノウハウの交換についても合意に達した。（MONTSAME 8月8日）

  ◇  モンゴルは航空輸送の拡大・発展の新プロジェクトを展開  ◇

  今週ウランバートルで開催され40カ国から400人余りの政府関係者が出席した第
54回アジア太平洋航空局長会議では、モンゴルの航空会社が、複数の画期的な航空
輸送拡充プロジェクトについて合意することができた。
  モンゴル民間航空局のビャンバスレン局長とアメリカ当局者との会談が9日に行
われ、モンゴル−アメリカ間直行便準備計画が調整された。初期段階では、この方
面はキャセイパシフィック航空（香港）が受け持つ。
  9日、平壌−ウランバートル間直行便のオファーを北朝鮮の民間航空局次長が提
出した。また、中国民用航空局も、モンゴル人ディスパッチャーたちをスキルアッ
プのため、中国での研修に招くという。9日には、中国側によって、対モンゴル国
境の空港の増設に関する議事録も署名された。
  200人余りのモンゴルの若者が国外で航空専門家になる勉強をしているが、アメ
リカとシンガポールはこの方面の学生の数を増やす意向を表明した。近いうちにモ
ンゴルではアジア最大級の空港が開業することもあり、高度な専門家が必要とされ
ているのだ。（Mongolnow8月9日）

  ◇  首相と大統領が静岡県知事と会談  ◇

  エルデネバト首相は9日、静岡県の川勝平太知事と会談した。この会談でエルデ
ネバト首相は、両国の地域交流の着実な発展に満足の意を表明し、両国地域交流の
拡大強化への積極的な参加に対して知事に感謝の意を述べた。
  川勝知事は、今回のセレンゲ県への訪問について説明し、セレンゲ県には観光産
業が発展するための素晴らしい可能性があると述べた。川勝知事は、静岡県とセレ
ンゲ県の交流の枠内で今年40ヘクタール強に作付けされたソバの生育が良好である
ことも指摘した。エルデネバト首相は会談の終わりに、モンゴル国政府は両県の交
流の拡大を支援していくだろうと明言した。
  モンゴルのバトトルガ大統領は9日、川勝平太知事を団長とする静岡県代表団を
迎えた。バトトルガ大統領は、サインシャンド工業団地の若い専門家の日本での教
育や、セレンゲ県でのソバの作付面積を80ヘクタールに拡大することなど、日本と
の共同プロジェクトの実行について静岡からのゲストに語り、日本との協力の今後
の拡大に自信を見せた。（MONTSAME8月9日、10日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  新潟−ソウル10月増便　週4往復、訪日客増見込む（新潟日報8月5日）

  ◇  富山、釜山・ソウル発着チャーター16便　ソウル定期便は冬季運休
                                                   （北日本新聞8月5日）

  ◇  済州、末永いパートナー　県議会、自治道議会と協定締結
                                                     （東奥日報8月8日）

  ◇  友好・姉妹都市青少年会議　「環境保全へ自ら行動を」
                                                   （秋田魁新報8月9日）

  ◇  新大、日ロ大学間交流　北大と共同、文科省事業採択（新潟日報8月9日）

  ◇  「介護に外国人」準備加速　11月から就労全面解禁（北海道新聞8月12日）

  ◇  県産切り花、ハルビンへ　販路開拓でテスト輸出（新潟日報8月17日）

  ◇  鳥取県産材の販路開拓へ　韓国に木製品ブース（山陰中央新報8月16日）

  ◇  香港で県産食材PR　フード・エキスポ県内6社出展（北日本新聞8月18日）

  ◇  今期も鳥取和牛を香港輸出　9月に焼き肉、精肉販売（山陰中央新報8月19日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　 志田仁完
　　　『W杯準備　着々と進行』（新潟日報 8月21日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇  外務省主催セミナー
     　「自由貿易の意義とEPAの役割
             〜中小企業の海外販路開拓と地域振興のために〜」
       　　　　　　　　　　　　　　　　（共催：ERINAほか）を開催します。

　　○日時　2017年8月29日（火）　14：00〜17：00
　　○会場　ANAクラウンプラザホテル新潟3階「飛翔の間」（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130151/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇  新潟県主催「中国（遼寧）自由貿易試験区新潟県内企業向け説明会」
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共催：ERINAほか）を開催します。

　　○日時　2017年9月5日（火）　14：00〜16：00
　　○会場　ANICOプラザ会議室（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130325/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇  東京大学GSDM・ERINA主催セミナー
      「北東アジアにおける経済見通しと経済協力の可能性」を開催します。

　　○日時　2017年9月14日（木）　14：15〜17：00
　　○会場　福武ラーニングシアター（東京都文京区本郷7-3-1）
　　　　　　（東京大学本郷キャンパス内　情報学還・福武ホール）　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130202/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇  ERINA賛助会セミナー
　　　　「対ロシアビジネスの現状・課題・展望−日揮の多角的展開を中心に」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を開催します。

　　○日時　2017年9月21日（木）　14：00〜16：00
　　○会場　新潟日報メディアシップ2階 日報ホール（新潟市中央区）

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/news/130354/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成29年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.317(20170825)
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